
 
 
 
 

【参考】人口減少下における土地の所有と管理に係る今後
の制度のあり方に関する研究会について

一般財団法人 土地総合研究所

１．概 要

土地総合研究所は、平成 年 月、「人口減少

下における土地の所有と管理に係る今後の制度の

あり方に関する研究会」を設置した。

研究会は、国土利用のあり方を念頭に置きつつ、

土地管理・国土管理のための土地情報の整備

土地の有効利用の推進

を図る観点から、人口減少下における土地の所有

と管理に係る今後の制度のあり方について幅広く

検討し、必要な政策提言を行うことを目的とする

ものである。

ここまで 回開催され、今回、提言をまとめる

に至った。

２．委 員

吉田 克己 早稲田大学大学院法務研究科教授

（座長）

小柳春一郎 獨協大学法学部教授

小西 飛鳥 平成国際大学法学部法学科教授

高橋 寿一 専修大学法学部教授

（オブザーバー）

吉原 祥子 （公財）東京財団政策研究所研究

員・政策オフィサー

３．開催状況（カッコ内はゲスト・スピーカー、

肩書は当時のもの）

第 回：平成 年 月 日

・研究会の設置の趣旨について

・研究会の進め方について

第 回：平成 年 月 日

・日本の土地制度の課題～自治体アンケートが示

す「所有者不明化」の実態～

（吉原祥子 （公財）東京財団研究員・政策プ

ロデューサー）

第 回：平成 年 月 日

・所有者所在不明土地問題について

（山野目章夫 早稲田大学法学部教授）

第 回：平成 年 月 日

・相続未登記問題への対応について

（鯨井康夫 日本司法書士会連合会副会長、

末廣浩一郎 同専務理事）

第 回：平成 年 月 日

・急増する所有者不明土地と、国土の有効利用 －

立法提案：国土有効利用の促進に関する法律（案）

（加藤雅信 名古屋大学名誉教授 名古屋学院

大学教授）

特集 人口減少社会における土地の管理不全防止を目指す制度の構築

土地総合研究 2018年夏号 111



第 回：平成 年 月 日

・新たな地籍調査の方向について

（鮫島信行 鹿島建設顧問 元国土調査課長）

第 回： 平成 年 月 日

・相続処理におけるフランス公証人の役割：相続

登記未了問題解決のために

（ ジャック・コンブレ フラ

ンス名誉公証人）

第 回：平成 年 月 日

・過少利用時代からの入会権論・再考

（高村学人 立命館大学教授）

第 回：平成 年 月 日

・来年度の進め方

第 回：平成 年 月 日

・ドイツ法における土地の相続手続き

・今後の進め方

第 回：平成 年 月 日

・フランス法との比較における相続登記未了問題

・今後の進め方

第 回：平成 年 月 日

・土地所有権の放棄と所有者不明土地問題

第 回：平成 年 月 日

・財産管理制度について

（土手敏行 法務省民事局総務課登記情報管理

室長）

第 回：平成 年 月 日

・相続登記について

（新井克美 元横浜地方法務局長）

第 回：平成 年 月 日

・共同相続不動産の取得時効における「所有の意

思」―裁判例の分析を中心として

第 回：平成 年 月 日

・フランスの相続登記の現状について：相続登記

義務・登記専門家・登記未了対策

・ドイツの相続制度について―相続人の確定、相

続人不明の場合の国庫への帰属

第 回：平成 年 月 日

・所有者把握困難な不動産の対応について

（里村美喜夫 札幌司法書士会所属）

第 回：平成 年 月 日

・提言骨子について

第 回：平成 年 月 日

・提言について
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